
過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル「中間とりまとめ」

 機体等の購入・所有等
• 高額な初期投資や人員確保が導入障壁となるため、量産・習熟効果による低廉化実現まで支援が必要
• 地域課題解決の有望な手段となる可能性
⇒国や地方公共団体による機体・付帯設備・ドローン物流システムの購入等に対する補助制度

 運航
 住民等に対するサービス水準が向上する場合や買い物支援等に要する費用が低減する場合は、継続的に運航経費を

支援する意義あり
⇒地方公共団体による地域の課題解決に貢献する運航の経費に対する補助制度

１）地域社会の基本的条件

 人口分布、輸配送地点の位置関係、
公共サービスの提供状況

• 集落、商店街等の位置、電気通信等
の状況を踏まえたルート検討

 地理的・自然的条件の考慮
• 海上の突風、谷底の電波減衰等
• 天候等による稼働率への影響

 社会受容性の醸成

• 地元住民等の理解を得るための地方
公共団体による主体的な取組

• リスクを補償する保険への加入

２）経費抑制

 極力少人数による実施体制の構築

• 目視外補助者無し飛行による飛行に
関わる直接作業の省人化

• 点検必要箇所が少ない機体の活用
• アプリ、ケーブルテレビ、荷物収納機

能を持つ電子鍵付きドローンポートの
活用による飛行以外の作業の省人化

 設備投資費用の削減

• 共同利用や共同輸配送等による1社・
1回あたりの運航コスト削減

３）収入増加

 多頻度利用（他用途含む）による収
益性向上

• 同一区間における輸配送の多頻度化
• 複数区間における輸配送の実施

• 観光振興、農林業利用、測量等の物
流以外への活用

 ドローン物流に適した貨物の選定
（需要開拓含む）

• 速達性を活かした少量高付加価値商
品の選定に加え、新たな価値の創出

○国土交通省が2018年度に全国５地域で実施した検証実験の結果等を踏まえ、2019年度に数件程度の商業サービス実現に目
処をつけるため、 ドローン物流ビジネスモデルの構築に関する基本的な考え方（周辺条件に対応した展開や経費抑制・収入増
加のための対応手法等）を整理
○国や地方公共団体による初期段階の支援及び地方公共団体による地域課題解決のための継続的支援の重要性を強調する
とともに、内容の具体例を提示

○官民の関係者による技術開発及び安全確保を前提とした上での環境整備が結果としてドローン物流の事業展開を更に推進
することを期待

１．とりまとめ方針

２．ビジネスモデル

3．支援措置

ケーブルテレビの活用（イメージ）

荷物収納機能を持つ電子鍵付き
ドローンポート

ドローンの他用途利用の例

４．その他関連状況

①災害対応

③インフラ維持管理

⑤警備業

⑦害獣対策

②農林水産業

④測量

⑥観光振興


